
 

V 特集

「県内事

「直近決

 

アンケー

 

2014

法」が施

同年 12

して「地

ける新規

今回の特

質問し、

また、

 

調査項目

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○今後

 回答
 
○若年
 
○応募

者へ
 
○直近

業者
 
○直近

との

≪調査

①若年者

②若年者

③応募者

④行政支

集アンケー

事業者に

決算期の

ート趣旨  

年 11 月、地

施行された。人

月に発表さ

地方における

規創業の促進

特集アンケー

和歌山県内

後半では、

目 

 

“地

県

ただ

2～3 年にお

(28 頁) 

年者の正規採用

募者を増やす

の PR 強化を

近決算期にお

者は 4 割弱 (3

近決算期にお

回答が増加

査結果≫ 

者の正規採用

者の正規採用

者を増やすた

支援策の認知

ート 

おける若年

業績」につ

地方の人口減

人口減少の続

れた「まち

る安定した若

進に加えて、

ートでは、若

内における若

直近決算期

地方創生”で

県内事業者の

だし、「応募者

おける若年者

用における課

ための効果的

を挙げる事業

ける営業利益

33 頁) 

ける「減益」

している(35

用の実施意向

用における課

ための効果的

知度・活用度

年者雇用

ついて 

減少抑制を目

続く和歌山県

・ひと・しご

若者の雇用創

既存事業者

若者雇用の予

若者の雇用創

期の業績につ

で求められ

の過半数が、

者が集まら

者の正規採用

課題としては

的な取り組み

業者が多い(3

益の増減(対

」理由につい

5 頁) 

向 

課題    

的な取り組み

度 
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に関する

目的にその基

県においても

ごと創生総合

創出」が掲げ

者による若者

予定・意向な

創出の可能性

ついて質問し

る「安定し

若年者の正

ない」との

 

用について、

は「応募者が

みとして、「求

30 頁) 

前期比)につ

いて、2013

み 

⑤

⑥

⑦

⑧

意向と地方

基本理念を定

も、人口減少

合戦略」では

げられており

者雇用の促進

ならびに、採

性について考察

、考察を行

した若者の雇

正規採用の

の課題に直面

過半数の事

が集まらない

求人募集案内

ついて、「増益

年調査と比較

⑤行政支援策

⑥直近決算期

⑦直近決算期

⑧直近決算期

方創生」に

定めた「まち

少抑制は重要課

は、人口減少抑

、その手段

が重要と考

用活動にお

察を行う。 

った。 

雇用創出」に

「意向あり」

面する事業者

業者が「実施

い」との回答

内の掲載先を

益」事業者は

較すると「水

策の効果につ

期における営

期において「

期において「

について 

・ひと・し

課題となっ

抑制の方法

としては、地

えられる。そ

ける課題等

について 

」と回答 

者が目立つ 

施意向あり」

答が最多(29 頁

を増やす」等

は 3 割、「減

水道光熱費の

ついて 

営業利益の増

「増益」とな

「減益」とな

ごと創生

ている。

の一つと

地方にお

そこで、

について

」と 

頁) 

等の求職

減益」事

の増加」

増減(対前期比

なった理由 

なった理由 

比) 



 

 ① 今後

 
 
 
 
 
 
 県内事

ところ、

る安定し

前向きな

 

○「実施

 産業別

っている

属製品製

生活関連

 

○「実施

 「実施

衣料品小

くなって

 

 

■図表 

 

 

 

今

後 2～3 年に

事業者に今後

過半数の事

した若者の雇

な意向を持っ

施意向あり」

別に見た場合

る。製造業で

製造業(60.0％

連サービス業

施意向なし」

施意向なし」

小売業(61.5％

ている。 

今後 2～3年

全産

(n=80

建設

(n=9

製造

(n=18

商業

(n=25

サービス

(n=258)

今後 2～3 年

過半数の

おける若年者

後 2～3 年に

事業者が「実

雇用創出」が

っていると考

は建設業、

合、「実施意向

では特に、機

％)で高い回

業(66.7％)、運

は商業で多

とする回答は

％)、生活・

年における若

※アンケ

 

0%

業

00)

業

5)

業

88)

業

59)

業

)

年におけ

の事業者が

者(15～34 歳

における若年

実施意向あり

が求められる

考えられる。

製造業で多

向あり」とす

機械・機械部

答割合とな

運輸業(65.1

多い 

は、産業別に

文化用品小売

若年者(15～

ケートを回収し

53.6

62.

60.1

44.8

54.7

20%

あり

※図中の各項
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る若年者

が「実施意

歳)の正規採用

年者(15～34 歳

」と回答した

る中、県内事

 

多い 

する回答は建

部品製造業(76

っている。

％)などで回

に見た場合、

売業(50.0％

～34 歳の)正規

した 877 社のう

1

1

40%

なし

項目下の（ ）

者の正規採

意向あり

用の実施意向

歳)の正規採

た。人口減少

事業者の多く

建設業で 62

6.7％)、化学

また、サー

回答割合が高

商業で 41.7

％)、建築材料

規採用の実施

うち、無回答 7

31.1

15.8

26

41.7

29.8

60%

わか

内の数値は、

採用につい

」と回答

向  

採用の実施意

少の抑制策と

が、若年者

.1％、製造業

学製品製造業

ビス業では医

高い。 

7％と多くな

料卸売業(45.

施意向（全産

77 社を除く 8

8

6.1

8

15

22.1

13

13

15

80%

からない

無回答を除く

いて 

答 

向について質

として、「地方

の正規雇用

業で 60.1％

業(66.7％)、鉄

医療・福祉(

なっている。

9％)で回答割

産業 800 社）

800 社が対象。

 

5.3

3.8

3.5

5.5

100%

く回答事業者数

質問した

方におけ

に対して

と多くな

鉄鋼・金

(80.0％)、

中でも、

割合が高

 

 

数を示す。 



 

 ② 若年

 

 

 

 

「①今

答した事

とする回

「育成に

 

○「応募

 産業別

多く、製

福祉など

 

○製造業

 上述の

造業、鉄

力が期待

 

○建設業

■図表 

※

 

年者の正規採

今後 2～3 年

事業者に対し

回答が 51.6％

にかかる時間

募者が集まら

別に見た場合

製造業(41.6％

ど、人手不足

業では「特に

の通り、製造

鉄鋼・金属製

待に満たない

業では「定着

若年者の正

※「①今後 2～
社のうち、

5

0

10

20

30

40

50

60

70
（%）

若年者の

「応募者が

採用における

年における若

して、若年者の

％で最も多く

間・コストが

らない」との

合、「応募者

％)では比較的

足感の強い業

になし」との

造業では「応

製品製造業で

い」、「特にな

着率が低い」、

正規採用にお

3 年における若

無回答 1 社を

51.6

38.3

応
募
者
が
集
ま
ら
な
い

期
待
以
下

全産業

(n=428)

の正規採用

が集まらな

る課題【複数

若年者(15～3

の正規採用に

く、「応募者の

が過大」(27.1

の回答はサー

が集まらない

的少なくなっ

業種で回答が

の回答が 2 割

応募者が集ま

で少なくなっ

なし」との回

、「育成にか

おける課題（

若年者(15～34
を除く 428 社が

3
25.9

応
募
者
の
能
力
が

以

定
着
率
が
低
い

建設業

(n=59)

※図中の各項
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用におけ

ない」との

数回答可】 

34 歳)の正規

における課題

の能力が期待

1％)が後に続

ービス業、商

い」とする回

っている。業

が特に多く見

割弱見られる

まらない」と

ている。その

回答が比較的

かかる時間・

■ 

（全産業 428

4 歳)の正規採

が対象。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

27.1

9

育
成
に
か
か
る
時
間
・

コ
ス
ト
が
過
大

製造業

(n=113)

項目下の（ ）

る課題と

の回答が

規採用の実施

題を質問した

待以下」(38.

続く。 

業で多い 

回答はサービ

業種別では、旅

見られる。 

 

の回答は比較

の一方で、こ

多く見られ

コストが過大

社） 

採用の実施意向

.6
1.9

特
に
な
し

わ
か
ら
な
い

商業

(n=116)

内の数値は、

しては 

最も多い

施意向」で「

たところ、「応

3％)、「定着

ビス業(59.3

旅館・ホテル

較的少なく、

これらの業種

る 

大」との回答

向」で「実施意向

1.9

わ
か
ら
な
い

そ
の
他

サービス業

(n=140)

無回答を除く

い 

実施意向あ

応募者が集ま

着率が低い」(

％)、商業(5

ル業、飲食業

、特に、化学

種では、「応募

答も比較的多

向あり」と回答

く回答事業者数

り」と回

まらない」

(25.9％)、

54.3％)で

業、医療・

学製品製

募者の能

多い 

答した 429

数を示す。 



 

 ③ 応募

 

 

 

 

「②若

応募者を

48.2％で

業内容・

「給与

増やす」

られる。

 

○産業ご

 産業別

上げ」と

ービス業

 

■図表

※

 

 

 

 

 

 

 

応募

「求人

募者を増やす

若年者の正規

を増やすため

で最も多く、

・仕事内容に

与水準の引き

等の求職者

 

ごとに回答結

別に見た場合

との回答では

業で回答が比

表 応募者を

※「②若年者の

を除く 21

 

48.2

0

10

20

30

40

50

60

求
人
募
集
案
内
の
掲
載
先
を

増
や
す

（%）

募者を増や

人募集案

すための効果

規採用におけ

めの効果的な

「給与水準の

に関する情報

き上げ」や「

者への PR 強

結果には差が

合、「求人募集

は、製造業や

比較的多く見

を増やすため

の正規採用にお

18 社が対象。 

32.6

求
人
募
集
案
内
の
掲
載
先
を

給
与
水
準
の
引
き
上
げ

全産業

(n=218)

やすための

内の掲載

果的な取り組

ける課題」で

な取り組みを

の引き上げ」

報発信の強化

「教育体制の

強化が、応募

が見られる 

集案内の掲載

や商業で、「就

見られるなど

めの効果的な

おける課題」で

26.1
23.9

就
職
説
明
会(

県
内)

へ
の
参
加

情
報
発
信
の
強
化

建設業

(n=27)

※図中の各
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の効果的な

載先を増や

組み【複数回

で「応募者が

を質問したと

(32.6％)、

化」(23.9％)が

充実」等の待

募者を増やす

載先を増やす

就職説明会(県

ど、産業ごと

な取り組み（

で「応募者が集

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

9

16.1

事
業
内
容
・仕
事
内
容
に
関
す
る

情
報
発
信
の
強
化

教
育
体
制
の
充
実

製造業

(n=47)

各項目下の（

な取り組み

やす」との

回答可】 

が集まらない

ころ、「求人

「就職説明会

が後に続く。

待遇改善より

すためには効

す」との回答

県内)への参

に回答結果

全産業 218 社

集まらない」と

13.8

1

イ
ン
タ
ー
ン
・ト
ラ
イ
ア
ル

雇
用
の
実
施

商業

(n=62)

）内の数値

みとして

の回答が最

」と回答し

人募集案内の

会(県内)への参

 

りも、「求人募

効果的とする

答は製造業で

参加」との回答

には差が見ら

社） 

と回答した 221

13.8

8.3

休
日
数
増
、
残
業
時
間
の

適
正
化

就
職
説
明
会(

県
外)

へ
の
参
加

サービス

(n=82)

は、無回答を除

は 

最多 

た事業者に対

の掲載先を増

参加」(26.1

募集案内の掲

事業者が多い

で、「給与水準

答では、製造

られる。 

1 社のうち、無

就
職
説
明
会(

県
外)

へ
の
参
加

ス業

除く回答事業

対して、

やす」が

％)、「事

掲載先を

いと考え

準の引き

造業やサ

無回答 3 社

者数を示す。



 

 ④ 若年

{  

 

 

 

「②若

下表のよ

る」との

「知らな

※質問票

 

 

 

 

 

○「知っ

 産業別

なってい

などで

 

○「知っ

 「知っ

建築材料

 

■図表

※

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「知

全産

(n=20

建設

(n=2

製造

(n=4

商業

(n=5

サービス

(n=76)

年者雇用に関

若年者の正規

ような行政支

の回答は 3 割

ない」とする

に記した行政

っており利用

別に見た場合

いる。業種別

「知っており

っているが利

っているが利

料卸売業、旅

表 若年者雇

※「②若年者の

社を除く

・県内企業

・県内外で

・若者が対

・職場環境

若年者雇

知ってい

2

19.2

27

0%

業

01)

業

8)

業

45)

業

52)

業

知

利

関する行政支

規採用におけ

支援策の認知

割弱にとどま

る回答は 2.5

支援策の具体

用したことが

合、「知ってお

別では、総合

り利用したこ

利用なし」と

利用なし」と

旅館・ホテル

雇用に関する

の正規採用にお

201 社が対象

職場見学ツア

の合同就職説

象の就職支援

改善アドバイ

雇用に関す

るが利用

29.9

39.3

40.0

7.6

20%

知っており

利用したことあ

支援策の認知

ける課題」で

知度、活用の

まり、「知って

割。 

例 

がある」との

おり利用した

合工事業、食

ことがある」

との回答は商

との回答は商

ル業、医療・

る行政支援策

おける課題」で

。 

※図中の各項

ー     

明会の開催

センターの運

ザーの派遣

- 31 -

する行政支

用なし」と

44

3

3

53.8

50

40%

ある

知っ

利用

知度・活用度

で「応募者が

程度を質問

ているが利用

の回答は製造

たことがある

食料品製造業

との回答が

商業、サービ

商業、サービ

福祉で比較

策の認知度・

で「応募者が集

 

項目下の（ ）

   ・県内

   ・U/I タ

運営  ・県内

   ・若年

支援策に

との回答が

.3

32.1

31.1

0.0

60%

っているが

用なし

度   

が集まらない

したところ、

用なし」との

業、建設業

る」との回答

業、化学製品

比較的多い。

ス業で多い

ビス業で多く

較的多くなっ

活用度（全産

集まらない」と

内の数値は、

内事業者を対象

ターン向けの合

内事業者へのイ

年者雇用推進の

ついて 

が最も多い

25.9

28.6

28.9

26.9

22.4

80%

知らない

」と回答し

、「知ってお

の回答が 4 割

で比較的多い

答は製造業、建

製造業、機械

。 

、業種別で

ている。 

産業 201 社）

と回答した 22

無回答を除く

象とした就職サ

合同就職説明会

ンターンシッ

ための各種助

い 

100%

い

た事業者に対

り利用した

割強で最多と

い 

建設業で比較

械・機械部

は飲食料品卸

） 

21 社のうち、

く回答事業者数

サイトの運営 

会の開催 

ップ仲介 

助成金   等 

対して、

ことがあ

となった。

較的多く

品製造業

卸売業、

無回答 20

数を示す。 



 

 ⑤ 若年

{  

 

 

 

「④ 

と回答し

答は 1 割

 

○「支援

 産業別

ただし、

 「応募

 

 

 

 

■図表

※

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「支援

年者雇用に関

若年者雇用

した事業者に

割にとどまり

援策の効果で

別に見た場合

サンプル数

募者数に変化

表 若年者雇

※「④ 若年者

した 60 社

全産業

(n=60

建設業

(n=11

製造業

(n=18

商業

(n=10

サービス業

(n=21)

若年者雇

援策の効

関する行政支

に関する行政

に対して、支

り、「応募者数

で応募者増」

合、「支援策の

数が 10 社と少

化なし」との

雇用に関する

雇用に関する
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おわりに 

○国内外の経済情勢には不透明感も見られるが、県内景況感は緩やかに持ち直している 

4～6 月期において、国内経済では、消費者マインドが改善に向かい、訪日外国人による旺盛な

消費が見られる一方で、企業活動では中国経済の減速等を受けて、アジア向けを中心に輸出数量

が伸び悩み、製造業の生産活動は自動車を中心に減産傾向となっている。世界経済についても、

前述の中国経済の減速に加えて、ギリシャ債務問題など懸念材料が見られ、世界の経済情勢には

不透明感が見られる。 

このような状況の中で、4～6 月期の県内経済は、売上高・収益の改善の動きは依然として弱い

ものの、景況感・業績ともに改善傾向にある事業者は徐々に増えており、緩やかながら持ち直し

の動きが続いている。 

 

○消費増税、円安進行が見られた 2014 年においても、「増益」の事業者は 3割見られる 

 緩やかな持ち直しの動きが見られる県内経済にあって、直近決算期の営業利益に関する調査結

果(33 頁)によると、対前期比「減益」の事業者が 4 割弱見られる一方で、3 割の事業者が「増益」

と回答している。2014 年は 4 月の消費増税に加えて、円安進行による輸入物価の上昇、人件費の

上昇など、収益圧迫要因が多数見られたが、その中でも、3 割の事業者が「既存事業の売上増」、

「原材料・商品等の調達コスト削減」を進め、「増益」を達成した点は、今後の県内経済にとって

好材料と考えられる。 

 

○県内事業者による「安定した若者の雇用創出」の可能性と課題 

このような経済情勢の中、人口減少を抑制し、活力ある地域社会の維持を目指す「地方創生」

の動きが、県内各地域で進められようとしている。人口減少抑制の方法の一つとして「地方にお

ける安定した若者の雇用創出」が求められる中で、県内事業者に今後 2～3 年における若年者の正

規採用の意向を質問したところ、過半数の事業者が「実施意向あり」と回答した。ただし、採用

における課題として「応募者が集まらない」との回答が目立つ。若者の雇用創出を考える上では、

この課題克服が重要である。県内事業者の多くが、応募者を多く集めるためには、「求人募集案内

の掲載先を増やす」等の求職者へのPR強化が効果的と考えていることを踏まえると、「地方創生」

においては、事業者の採用活動を積極的に支援していくことが求められると考えられる。 

 

当研究所では、引き続き、景気動向調査等の各種調査を通じて、県内経済に関する有用な情報

を提供することに努めてまいりたい。 

 

 

 

 

 

 


